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1. 研究結果の概要 
・横浜市の妊婦を対象に、妊娠中からオンライン健康医療相談サービスが利⽤で

きる環境を提供することが、産後 3 ヶ⽉時点の産後うつリスクが低いことと
関連するかを検証した。また、この事業が⽣み出した社会的インパクトについ
て分析した。 

 
・本研究への参加に同意した 734 名を、オンライン健康医療相談サービスが利

⽤できる群（通称：介⼊群）と同サービスを利⽤できない群（通称：対照群）
にランダムに割り付け、産後 3 か⽉後の産後うつ⾼リスク者（Edinburgh 
Postnatal Depression Scale: EPDS の点数が 9 点以上）の割合が両群で異なる
かを⽐較した。� 

 
・産後 3 ヶ⽉時点の産後うつ⾼リスク者の発⽣率は、介⼊群が 15.2%、対照群

が 22.8%であり、介⼊群の⽅が産後うつリスクが低く、その差は統計的にも明
確であった。産後うつ⾼リスク者の割合は、対照群に対して介⼊群で 0.67 倍
であり、その相対的減少度は 33.5%であった。 

 
・この効果は特に初産婦の場合、妊娠中に産後うつリスクが⾼い場合、35 歳未
満の場合に⼤きい傾向にあったが、その違いは統計的に明確ではなかった。対
象者の世帯収⼊や教育歴といった社会経済状況による差はほとんど⾒られな
かった。 

 
・妊娠中からオンライン健康医療相談サービスを使える環境は、産後うつを発症

するリスクを低下させる効果を持つと考えられた。 
 
・社会的インパクトを分析したところ、この事業は利⽤者の社会経済状況によら
ず公平に産後うつの予防を実現した可能性が⽰唆された。また、産後うつの⽀
援に要する社会コストの削減に貢献した可能性も⽰唆された。 
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2. 研究の⽬的と内容 
2.1 研究の⽬的 

本研究の⽬的は、横浜市の「令和 2・3年度オンライン健康医療相談モデル事
業における成果連動型業務委託」（以下「モデル事業」）で実施された、妊産婦へ
のオンライン健康医療相談サービスによる、産後うつのリスク軽減効果の検証、
および事業がもたらした社会的インパクトの分析である。 
 
 
2.2 モデル事業の内容 
■モデル事業の⽬的 

この横浜市のモデル事業は、成果連動型委託事業⽅式の政策の⼀つであるソ
ーシャル・インパクト・ボンド（Social Impact Bond：SIB）の枠組みを、今後の
市政にどのように活かすことができるかを検討するための事業である。 
 
ソーシャル・インパクト・ボンドとは、社会的なコストの削減や便益の創出に

つながる成果指標を事前に設定し、事業の実施後にどれだけの成果を達成する
ことができたかを評価する、⾏政が⾏う成果連動型⺠間委託契約⽅式の事業の
⼀種である [1]。 
 
今回のモデル事業では、成果連動型⺠間委託契約⽅式の評価に必要な、事前に

設定された社会的コストの削減に結びつく成果指標だけでなく、この事業が⽣
み出した社会的インパクトを評価することも⾏った。 
 
■モデル事業の実施体制 
今回のモデル事業は、以下の実施体制で⾏われた。（図 1） 

・⾏政…横浜市 
・事業提供者…株式会社キッズパブリック 
・評価実施者…国⽴⼤学法⼈東京⼤学 
・資⾦提供者…横浜銀⾏ 
・中間⽀援組織…EY 新⽇本有限責任監査法⼈ 
・第三者評価機関…株式会社公共経営・社会戦略研究所 



 3 

 
図 1: 横浜市ソーシャル・インパクト・ボンドモデル事業の実施体制 
 

今回のモデル事業では、成果指標を産後うつリスクと設定し、⽬標とする産後
うつリスクの低下を達成できた場合に、横浜市からオンライン健康医療相談サ
ービスを提供する株式会社キッズパブリックへ成果連動型の報酬が提供される。 
 

横浜市から研究委託を受けた東京⼤学は、評価実施者の⽴場で本モデル事業
に参画した。これは、事前に設計された成果指標について、横浜市と事業提供者
であるキッズパブリックから独⽴した第三者の⽴場で調査を⾏い、分析結果を
報告する⽴場である。 
 
ソーシャル・インパクト・ボンドは成果連動型委託事業であるが、東京⼤学は

産後うつ予防効果の成否によって報酬を受ける⽴場ではない。また、利益相反に
ついて、評価に携わる研究者は、横浜市および株式会社キッズパブリックから⼀
切の⾦銭的利益の授受を受けておらず、エクイティは保有しない。 
 
 
2.3 研究委託の内容 

この研究は、横浜市から国⽴⼤学法⼈東京⼤学への研究委託として実施され



 4 

た。委託された内容は以下である。 
- 参加者へのアンケート調査の実施  
- 事業実施効果の分析 
- 社会的インパクトの分析 
この事業実施効果には、ソーシャル・インパクト・ボンドの成果指標である産

後 3 ヶ⽉時点の産後うつリスクの指標である Edinburgh Postnatal Depression 
Scale (以下 EPDS)スコア陽性者の相対的減少度が含まれている。 

 
この研究におけるデータ収集および分析は、東京⼤学の研究チームが独⽴し

て⾏った。ただし、対象者のリクルートや分析に必要なデータのやり取り等、研
究実施に必要な要素については、横浜市およびオンライン健康医療相談サービ
スを提供する株式会社キッズパブリックと連携して実施した。また、研究参加者
への謝礼や研究実施に要した費⽤については、研究を委託した横浜市が負担し
た。 
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3. 研究の⽅法 
3.1 背景 

産後うつは、妊娠・出産期にある⼥性が経験する健康問題の中で最多であり、
⽇本でも産後 1-3 ヶ⽉の時期に約 12％の⺟親が産後うつを経験することが明ら
かになっている [2]。 
 

産後うつは、周産期の⺟体死亡の死因 1 位である⾃殺に⼤きく関係している 
[3]。それにとどまらず、⺟親と⼦どもの間の愛着障害や⼦どもの発達の遅れ、
⼦供への虐待とも関連することが報告されており、公衆衛⽣上の重要課題であ
る [3, 4]。産後うつの発症を予防することができれば、これに苦しむ⺟親や家族
を救うだけでなく、その⽀援や解決にかかる社会的コストの削減にもつながる 
[5]。 
 

これまで様々な産後うつ予防策が実施されており、⺟⼦保健⾏政の現場では
養育⽀援訪問事業を始めとして、産後うつの⾼リスク者と思われる者を把握し、
医療専⾨職による⽀援が⾏われている [6]。しかし、⼈的資源は限られており、
⾼リスク者をすべて拾い上げて⽀援を⾏うことは難しい。そのため、近年は出産
前から対象者を絞らない予防施策を⾏う必要性が提唱されている[7]。 
 
今回の事業で提供されるオンライン健康医療相談は、医療機関や⾏政が営業

していない⼣⽅から夜の時間帯に、対象者である妊産婦が利⽤したい時に不安
なことや話したいことを相談できるサービスである。このサービスが利⽤でき
る環境が提供されることによって、⾼リスク者をスクリーニングすることなく
妊産婦を⽀援することができ、結果として対象者全体の産後うつリスクを下げ
られる可能性がある。 

 
また、⾼い孤独感や低い⾃⼰効⼒感は、⾼い産後うつリスクと関連する可能性

が指摘されている [8, 9]。不安な時にオンラインで医療専⾨職に相談できるこ
とは、孤独感を和らげ、育児への⾃⼰効⼒感が⾼まり、これらを通じて産後うつ
リスクを低下する可能性がある。 
 
そこで今回のモデル事業では、このオンライン健康医療相談サービス「産婦⼈
科オンライン・⼩児科オンライン」が、産後うつリスクを減らすことができるか
を検証した。また、⾃⼰効⼒感や孤独感の変化の検証、および集団の特性によっ
てその結果に違いがあるかの検証も⾏った。 
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3.2 研究の全体像と対象者 
本研究は、研究対象者をオンライン健康医療相談が使えるグループ（以下介⼊

群）か、妊娠・出産期に役⽴つ情報にアクセスしやすい web サイトが利⽤でき
る（以下対照群）のどちらかにランダムに割り付け、産後 3 ヶ⽉の産後うつリス
クを⽐較するランダム化⽐較試験という研究デザインを採⽤した。 
 
■研究参加対象者 
本研究に参加が可能な対象者は以下の条件を満たすものである。 
《組み⼊れ条件》 

・ 横浜市に在住のすべての妊婦（※） 
・ 出産予定⽇が 2021年 10⽉ 31⽇まで 

《参加除外基準》 
・ ⽇本語でのコミュニケーションが不可能 

 
※組み⼊れ基準の変更とその経緯 

本研究は、開始当初、横浜市港北区に在住の妊娠初期の妊婦のみを対象として
いた。しかしながら、研究参加希望者が予定通りに集まらなかったため、以下の
ように２回に渡り組み⼊れ基準を変更している。 
 2020/09/01〜 横浜市港北区に⺟⼦⼿帳を受け取りに来た妊娠初期の妊婦 
 2020/10/21〜 横浜市港北区のすべての妊婦 
 2021/01/20〜 横浜市のすべての妊婦 
 
■研究対象者のリクルート 

対象者は、それぞれの時期に以下で⽰す⽅法でリクルートを⾏った。 
《2020 年 9 ⽉ 1⽇〜10⽉ 20 ⽇》 
⽅法：①港北区役所のこども家庭⽀援課窓⼝での研究説明 

 + 研究チラシを配布（図 2） 
参加を依頼する⼈：港北区役所の保健師もしくは東京⼤学の研究者 
  
《2020 年 10⽉ 21⽇〜2021年 1 ⽉ 19⽇》 
対象者：妊娠初期の妊婦→全妊婦に変更 
⽅法：上記①に加え、以下のリクルート⽅法を追加 
 ②両親教室での参加依頼 
 ③港北区から妊娠後期の妊婦さんへ郵送するお知らせへの研究チラシの同封 
 ④SNS、区報記事、ホームページでの研究参加の募集 
 ⑤地域⼦育て拠点、産婦⼈科医院、区役所等での研究チラシ配架 
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《2021年 1 ⽉ 20 ⽇〜》 
対象者：港北区のすべての妊婦→横浜市のすべての妊婦に変更 
⽅法：横浜市港北区での上記の継続に加えて、港北区以外の 17区の中で協⼒を
得られた区において、①窓⼝説明、②両親教室での参加依頼、③お知らせチラシ
の同封、の中で実⾏可能なものを実施 

図 2：研究参加募集チラシ 
 
■研究参加希望者の参加からアンケート回答までの流れ 
研究チラシもしくは研究参加募集の記事を⾒た対象者は、⾃らの意志で研究⽤
に作成された web サイトにアクセスした（図 3）。 

図 3：研究⽤ web サイト 
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この webページには、ランダム化、介⼊の内容、アンケートに回答すること、
謝礼、個⼈情報の取り扱いなど、研究の詳細な説明が掲載されている。 

研究参加者は、研究のすべての内容を理解した上で、⾃らの意志で研究内容に
同意するチェックボックスにチェックを⼊れて、研究参加の意思を web 上で送
信した。 
 

研究に同意した参加者は、メールアドレス等の個⼈情報を web 上で⼊⼒を⾏
った。その後、参加者はプログラムによって即座に介⼊群か対照群に 1:1 でラン
ダムに割り付けられた。割り付け情報は web 上で即座に表⽰され、この直後か
ら介⼊群の参加者はオンライン健康医療相談サービスが、対象群は妊娠出産期
に役⽴つ情報サイトが利⽤できた。割り付け後の対象者の研究の流れを図⽰し
たものが図 4 である。 

図 4：研究参加者の参加後の流れ 
 
研究者は、研究参加者に２回オンラインアンケートを実施した。 

・研究参加時点のオンラインアンケート 
・産後３ヶ⽉時点のオンラインアンケート 
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また、研究参加者に産後 3 ヶ⽉時点でアンケートを実施するためには、⼦ど
もの出⽣⽇を正確に把握する必要があった。そのため、出⽣予定⽇付近に横浜市
住⺠基本台帳へ照会をかけて出⽣⽇を確認した。出⽣前に転居していることを
確認した場合は、本⼈にメールで出⽣⽇の確認を⾏った。 
 

本研究では、産後 3 ヶ⽉時点のオンラインアンケートの EPDS を⽤いて、産
後うつのリスクが⾼い者（EPDS が cutoff 値以上の者）の発⽣率に介⼊群と対
照群の間でどの程度の差があるかを評価した。 

 
産後 3 ヶ⽉のアンケートまで回答した参加者には、謝礼として Amazon ギフ

ト券 1500円分（電⼦メールタイプ）を提供した。また、対照群のみ、研究参加
時アンケートに回答した場合に Amazonギフト券 500円分を提供した。 

 
 

3.3 介⼊ 
この研究で提供された介⼊は、オンライン健康医療相談サービスが無料で利

⽤できる環境である。介⼊群に割り当てられた参加者は、株式会社キッズパブリ
ックが提供する「産婦⼈科オンライン」「⼩児科オンライン」「助産師チャット相
談」が参加時から産後 4 ヶ⽉まで、無料で何度でも利⽤できた。 
 
■介⼊群が利⽤できるオンライン健康医療相談サービス 
介⼊群に提供されたサービスの詳細は、以下の通りである。 
名称：産婦⼈科オンライン、⼩児科オンライン 
- サービス提供時間は、平⽇ 18〜22 時 
- 相談は 1回 10分間、事前予約制だが、空いていればすぐに予約可能 
- ウェブサイトにて利⽤可能な時間帯を選択し予約する 
- 相談相⼿は、その⽇担当の産婦⼈科医、⼩児科医、助産師から選択可能 
- 相談⽅法は、LINEチャット、⾳声通話、ビデオ通話から選択可能 

 
名称：⽇中助産師チャット相談 
- サービス提供時間は、平⽇ 13〜17 時（⽉曜・⽔曜・⾦曜のみ） 
- 予約は不要で相談したい時にすぐに相談可能 
- 相談相⼿は、その⽇担当の助産師が対応 
- 相談⽅法は、LINEチャットのみ 
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■介⼊群に提供される情報 
介⼊群には、キッズパブリックが通常の利⽤者に提供しているサービスと同
様に、以下のような情報が提供された。 

・妊娠中や産後に役⽴つ⼦育てや健康に関わる情報の定期的な発信 
・気になることや不安なことがある場合に相談を促進するような案内 
・産後 2 ヶ⽉時点で、産後うつの⾃⼰スクリーニングができる案内 

 
 
■対照群が利⽤できる情報 

これに対し対照群には、フリーでアクセスできる妊娠・出産期に役⽴つ web
ページ情報をまとめた研究⽤ web サイト（以下お役⽴ちweb サイト）を提供し
た。 
＜妊娠・出産期に役⽴つ研究⽤ web サイト＞ 
このお役⽴ちweb サイトの詳細は以下の通りである。 
- 対照群には、このお役⽴ち web サイトにアクセスできる URL と利⽤のた

めのパスワードをメールで提供 
- このお役⽴ちweb サイトには、横浜市を始めとした⾃治体、厚労省、学会、

公的医療機関などが作成した、妊娠中や産後の⺟親向けに作られた情報提
供を⾏っている、フリーでアクセスできる web ページの URL がまとめて
掲載されている 

- お役⽴ちweb サイト⾃体には、役⽴つ情報は掲載されていない 
- このお役⽴ちweb サイトは、研究者がこの研究のために構築した 

 
このお役⽴ち web サイトによって、対照群の参加者は妊娠・出産期に役⽴つ
情報にたどり着きやすくなっている。介⼊群はこのお役⽴ち web サイトを利⽤
することができない。しかし、情報源は元々誰でもアクセスできる web ページ
のみであり、介⼊群・対照群に関わらず⾒ることができる情報である。 

すなわち、対照群の体験は、研究に参加していない「通常の周産期の⽣活を送
る妊産婦」と⼤きな差がないと考えられる。 
 
 
■本研究における研究参加者の制限の有無 

介⼊群に割り付けられた参加者は、サービスの利⽤を促進するような案内を
受け取るが、利⽤を強制されることはない。また、対照群に割り付けられた参加
者は、市場に存在するオンライン健康医療相談サービスやオンライン診療を⾃
費で利⽤することを禁⽌しない。  
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3.4 評価項⽬ 
本研究の主要評価項⽬は、参加者の産後 3 ヶ⽉時点の産後うつリスクである。

これは本ソーシャル・インパクト・ボンド事業の成果指標でもある。この主要評
価項⽬の他、複数の副次評価項⽬を研究の評価項⽬として設定した。各指標の測
定⽅法については以下の通りである。 
 
 
■主要評価項⽬： 
1. 産後うつリスク 
測定⽅法：エジンバラ産後うつ病質問票 Edinburgh Postnatal Depression Scale 
(EPDS) 

この指標は、世界中で広く⽤いられている産後うつリスクを評価するもので
あり、⽇本の⺟⼦保健業務や病院での産後うつのスクリーニングに⽤いられて
いる。その概要は以下の通りである。 
- 4件法で測定する 10項⽬の質問で構成される質問票 
- 点数が取りうる範囲は 0点から 30点まで 
- 産後、9 点以上を「産後うつ⾼リスク」とする（先⾏研究による cut off [10]） 
- 妊娠中のリスク評価に⽤いた場合、13 点以上が⾼リスクとされる[11] 

 
 
■副次評価項⽬： 
2. 育児⾃⼰効⼒感 
測定⽅法：育児に対する⾃⼰効⼒感尺度 

この尺度は、育児に対する⾃⼰効⼒感を「育児で直⾯する経験的なあるいは未
経験な新しい状況に遭遇した際に臨機応変に対処できるという確信の程度」と
定義し、⾦岡らが開発した測定指標である [12]。 
この指標は、⽇本の乳幼児の育児期にある⺟親を対象にして作成され、その概要
は以下の通りである。 
- 5件法で測定する 13 項⽬の質問で構成される質問票 
- 点数が取りうる範囲は 13 点から 65 点まで 
- 連続変数として使⽤し、点数が⾼いほど⾃⼰効⼒感が⾼い 

 
 
2. 孤独感 
測定⽅法：UCLA孤独感尺度 
孤独感とは、「理想的な社会関係と現実との乖離によって⽣じる負の感情」と



 12 

定義される。UCLA 孤独感尺度は広く世界中で孤独感の評価に⽤いられ、周産
期の⽇本⼈⼥性を対象にした有本らの研究で⽇本語版の妥当性も確認されてい
る[13]。今回はこの指標の短縮版を⽤いた。その概要は以下の通りである。 
- 4件法で測定する 3 項⽬の質問で構成される質問票 
- 点数が取りうる範囲は 3 点から 12 点まで 
- 連続変数として使⽤し、点数が⾼いほど孤独感が⾼い 

 
 
4. 医療機関・救急⾞の利⽤ 
昨年度までの横浜市事業で、オンライン健康医療相談の利⽤が医療機関の利

⽤に影響を与える可能性が⽰唆された。しかし、これまで介⼊群と対照群で利⽤
回数の⽐較は⾏っていないため、これも副次評価項⽬とした。 
測定⽅法：研究参加期間中の医療機関・救急⾞の利⽤回数 
医療機関の利⽤回数は、本⼈の⾃⼰申告によって測定した。今回は、「⽇中の医
療機関の利⽤」「夜間休⽇の医療機関の利⽤」「救急⾞の利⽤」の 3 つの項⽬につ
いて、研究参加中の利⽤回数として当てはまるものを選択してもらった。 
- 利⽤した回数について当てはまるものを選択 
- 取りうる範囲はそれぞれ 0回から 10 回以上まで 11段階 

 
 
3.5 調査票と調査実施⽅法 

研究参加時点と産後 3 ヶ⽉時点の 2 時点でデータを収集した。研究参加時点
のデータは参加申請時の web サイト上の⼊⼒とオンライン調査票で、産後 3 ヶ
⽉時点のデータはオンライン調査票によって取得した。 
 
■取得データの具体的内容 
・研究参加申請時のデータ⼊⼒： 
⽒名、⽣年⽉⽇、出⽣予定⽇、郵便番号、出産歴、家族構成 

・研究参加時点のオンライン調査： 
研究参加時の EPDS スコア、⾃⼰効⼒感、孤独感、社会サポート、妊娠時の気
持ち、収⼊、教育歴、職歴等の社会経済背景情報など 

・産後 3 ヶ⽉時点のオンライン調査： 
産後 3 ヶ⽉時点の EPDS スコア、⾃⼰効⼒感、孤独感など 

 
■オンライン調査の実施⽅法 

オンライン調査票はグーグルフォームを使⽤して作成し、東京⼤学の研究者
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が参加者のメールアドレスにフォームの URLを送信することで実施した。 
研究参加時点のオンライン調査は、研究参加申請から 3 ⽇以内に送信した。

産後 3 ヶ⽉時点のオンライン調査は、出⽣⽇から 3 ヶ⽉後に送信した。回答を
促すため、2週間以内に最低 3回のリマインドを実施した。回答が得られない場
合には離脱と判断した。 

 
 

3.6 分析⽅法 
■サンプルサイズ計算 

統計的な差を検出するためにサンプルサイズ計算を実施した。最終的に、以下
の結果から合計で 720名の組⼊が必要と判断した。 

・産後 3 ヶ⽉時点の産後うつ⾼リスク者の割合について、対照群の陽性者割合
を 11%、介⼊群の陽性者割合を 4%とした。 
・この数字は、先⾏研究や前年度の横浜市事業の結果を参考にした。 
・両側αを 0.05、検出⼒を 0.8と設定し、両群の発⽣率の違いを検出するた
めに必要なサンプルサイズを各群 249 名と算出した。 
・妊娠初期の参加者から⼀定確率で流産が発⽣すること等を考慮し、約 30%
程度の離脱を⾒込み、各群 360名ずつの研究参加が必要と判断した。 

 
■統計解析 

主要評価項⽬の分析および副次評価項⽬の分析は、産後 3 ヶ⽉時点の調査ま
で全て回答した者を対象に実施した。⼆群の⽐較はランダム化された割り付け
情報を⽤い、分析において実際にオンライン健康医療相談サービスを利⽤した
かどうかは考慮していない。 
 
主要評価項⽬の分析：介⼊群と対照群の⼆群の EPDS 陽性者の割合を、Fisher
正確確率検定を⽤いて⽐較した。 
副次評価項⽬の分析：介⼊群と対照群の⼆群の育児⾃⼰効⼒感スコア、孤独感の
⼤きさが異なるかを、t 検定もしくは U検定を⽤いて⽐較した。 
 
■サブグループ分析 

主要評価項⽬の分析の結果について、集団の特性によって効果に違いがある
かを調べるため、サブグループ分析を実施した。 

サブグループ解析には、⽬的変数を産後うつ⾼リスク（EPDS 9 点以上）とし
た修正 Poisson回帰モデルを⽤い、説明変数に介⼊と集団特性変数の交互作⽤項
を投⼊することで、以下の集団特性の違いによる効果の⼤きさの違いがあるか
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を分析した。 
集団特性：年齢、参加時妊娠週数、参加時 EPDS スコア、出産歴、世帯収⼊、教
育歴、メンタルヘルスの既往 
 
 
3.7 倫理審査 

本研究は、東京⼤学医学系研究科の倫理審査委員会に研究計画を申請し、実施
の承認を得ている。 

研究倫理審査番号：2019347NI 
 

研究開始後、参加者数の確保が⼗分に得られなかったため、前述の通り組⼊基
準・リクルート⽅法について 2回のプロトコル変更を⾏った。これらの変更は、
すべて倫理審査委員会への申請を⾏い、承認を得た上で実施した。 
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4. 研究の結果 
4.1 リクルートプロセスおよび研究参加者数の推移 
2020 年 9 ⽉ 1⽇より横浜市港北区のこども家庭⽀援課の窓⼝でリクルートを開
始した。2回のリクルート⽅法の変更を経て、2021年 3 ⽉ 7⽇、図 5 に⽰すよ
うに⽬標とするサンプルサイズ数の 720名を越える 734 名が研究参加登録を達
成し、リクルートを終了した。 
 

図 5: 研究参加者数の推移 
 
 
4.2 研究参加者の参加後の経過とアンケート調査実施実績 

734 名が⾃らの意思で研究への参加を表明した。この 734 名をランダムに割
り付け、365 名がオンライン健康医療相談を利⽤できる介⼊群に、369 名が対照
群に割り付けられた。 
  
 
■研究参加者の割り付け後の経過 

研究参加者の割り付け後の経過を⽰したものが図 6 である。 
介⼊群に割り付けられた 365 名中、初回調査までに 1 名が参加を撤回し、338
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名が参加時調査に回答した。そのうち 324 名の⼦どもの出⽣⽇が確認でき、最
終的に 310名が産後 3 ヶ⽉調査に回答した。 
 

対象群に割り付けられた 369 名中、初回調査までに 2 名が参加を撤回し、352
名が参加時調査に回答した。そのうち 343 名の⼦どもの出⽣⽇が確認でき、最
終的に 329 名が産後 3 ヶ⽉調査に回答した。 
 

図 6：研究参加者の参加フローチャート 
 
流産を含めた離脱数は介⼊群が 55 名、対照群が 40 名であった。最終回答率

は介⼊群が 84.9%、対照群が 89.2%、全体では 87.1％だった。この離脱者のう
ち、20名は流産であったことが判明しており、初回調査回答者のうち 7 名は出
⽣⽇が確認できなかったため、流産の可能性が⾼い。残りの 68名のうち、産後
うつ⾼リスク者の割合がどの程度かは不明であった。 
 
 
■謝礼交付実績 
対照群の初回調査回答者 352 名に謝礼を、介⼊群・対照群の産後 3 ヶ⽉調査の
回答者 639 名に謝礼を交付した。 
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4.3 記述統計 
介⼊群と対照群の研究参加者の特徴を表 1 に⽰す。 

参加時の背景情報について、介⼊群と対象群の間に⼤きな相違は認めなかった。  
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4.4 主要評価項⽬：産後うつ予防効果 
■主要評価項⽬ 
1. 産後うつリスク 

主要評価項⽬である産後 3 ヶ⽉時点の産後うつ⾼リスク者（EPDS 9 点以上）
の発⽣率について介⼊群と対照群を⽐較したところ、介⼊群は 15.2％、対照群
は 22.8%であり、相対リスク（発⽣率の⽐）は 0.67（95%信頼区間[0.48, 0.93]）
であった。すなわち、介⼊群の産後うつリスクが相対的に 33.5％低かった（表
2）。 

 
 

■副次評価項⽬ 
2. 育児⾃⼰効⼒感 

産後 3 ヶ⽉時点の育児⾃⼰効⼒感については、介⼊群の育児⾃⼰効⼒感は 47.9、
対照群の育児⾃⼰効⼒感は 46.9 と、対照群に⽐べて 0.97 点（95%信頼区間[-
0.05, 1.98]）介⼊群の育児⾃⼰効⼒感が⾼かった。ただし、95%信頼区間は 0を
含んでいたため統計的にはこの差は明確ではなかった。 
 
3. 孤独感 

産後 3 ヶ⽉時点の孤独感について、介⼊群は 6.78、対照群は 7.17 と、0.38点
（95%信頼区間[0.04, 0.78]）介⼊群の孤独感が少なく、その差は統計的にも明
確であった。 
 
4. 医療機関・救急⾞の利⽤ 

産後 3 ヶ⽉時点の医療機関・医療サービスの利⽤について、医療機関の⽇中
の利⽤回数、医療機関の夜間の利⽤回数、救急⾞の利⽤回数に介⼊群と対照群の
間の差は⾒られなかった。 
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■プロセス評価 
産後 3 ヶ⽉時点で⾏ったオンライン調査で、「オンライン健康医療相談サービ

スを利⽤したことがある」と回答したものは介⼊群で 310名中 214 名（69%）、
対照群で 329 名中 20名（6.1%）であった。 
 

介⼊群のうち、実際にオンライン健康医療相談サービスを利⽤したことがあ
ると答えた 214 名（利⽤ありと答えた介⼊群の⼈）とそれ以外の 425 名（利⽤
なしと答えた介⼊群及び対照群の⼈）について産後 3 か⽉⽬の産後うつ⾼リス
ク者の割合を⽐較したところ、利⽤ありの⼈は 11.2%であったのに対して利⽤
なしでは 23.1%と、相対リスクで 0.49（95%信頼区間[0.32, 0.74]）と⼤きな差
がみられた。すなわち、サービスを利⽤した⼈の産後うつ⾼リスク者の割合は、
利⽤していない⼈と⽐較して、相対的に 51%低かった。 
 
 
4.5 サブグループ解析 

研究参加時の参加者特性の違いによって介⼊の効果に違いがあるかを分析す
るため、以下の集団特性を⽤いてサブグループ解析を⾏った。 
1) 初産婦・経産婦 
2) 妊娠中の EPDS ⾼値（産後うつ⾼リスク） 
3) 35歳未満・35歳以上 
4) 世帯収⼊：低・中・⾼（3 分位） 
5) 教育歴：⼤卒未満・⼤卒以上 
6) 研究参加時の妊娠期（初期・中期・後期） 
7) メンタルヘルスの既往あり・なし 
サブグループ分析の結果を⽰したものが以下の表 3 である。
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EPDS：エジンバラ産後うつ病質問票 Edinburgh Postnatal Depression Scale 
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EPDS：エジンバラ産後うつ病質問票 Edinburgh Postnatal Depression Scale  
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 サブグループ解析の結果、初産婦、妊娠中の EPDS スコア⾼値（産後うつの
リスクが⾼いこと）、35 歳未満、過去のメンタルヘルスの既往がある、といった
特徴を持つ集団のほうが、それらの特徴がない集団よりも産後 3 ヶ⽉時点の産
後うつリスクが⼩さかった。しかしその違いはいずれも統計的には不明確であ
った。 
 

また、世帯収⼊、教育歴についても、⾼所得より低所得のほうが、⼤卒以上よ
りも⼤卒未満の⽅が、統計的な不明確ではあるもののリスク⽐が⼩さかった。こ
れらのことから、社会経済背景の違いによらず、オンライン健康医療相談の効果
が期待できることが⽰唆された。 
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5. 社会的インパクトの分析 
 社会的インパクトとは、「活動や投資によって⽣み出される社会的・環境的変
化」と定義される [14]。今回の分析では、本事業が⽣み出した社会的インパク
トを、(1)公平性、(2)⽣み出された便益、の 2 点から考察した。 
 
5.1 事業がもたらした社会的インパクト：公平性の視点 
■介⼊が社会経済背景による産後うつリスクの違いに与えた影響 

サブグループ分析では、等価世帯所得や教育歴で分けた場合に効果の⼤きさ
の違いについて、サブグループ間で統計的に明確な差は認めなかった。 

次に、対象集団の等価世帯所得グループ間の産後うつ⾼リスク者の割合の差
について、格差勾配指数 Slope Index of Inequality: SII を⽤いて検討した。SII は、
最も社会的に不利な者と最も有利な者の健康状態の差の⼤きさを⽰す [15]。全
く差がない場合、SII は 0になる。 

計算には、⽶国の National Cancer Institute が提供する Health Disparities 
Calculatorの HD*Calcを使⽤した。 
 

SII を計算すると、介⼊がない場合には所得⽔準が最も低い者と最も⾼い者の
間に 0.060 ポイントの差があったが、介⼊がある場合は、所得⽔準が最も低い者
と最も⾼い者の間の差は 0.019 ポイントであった。 
 ここから、今回の介⼊によって、所得⽔準が⾼い者と低い者の間の産後うつ発
⽣リスクの差が、わずかではあるが⼩さくなった可能性が⽰唆された。 

 
 本研究に参加した⼈数は横浜市の 1 年間の出⽣数に⽐較すると⼩さく、横浜
市全体で⾒た時に、社会経済背景による産後うつ⾼リスク者の発⽣率の格差が
本当に⼩さくなるかについては、さらなるデータ収集と分析が必要である。サブ
グループ解析および集団間の差の指標の分析結果を踏まえると、この介⼊は集
団全体の産後うつリスク低下に貢献し、その効果は社会経済背景が低い⼈を含
め、すべての⼈にいきわたる可能性が⽰された。今後、実際に健康状態の格差を
縮められるかについて、詳細な検討を続けていくことが期待される。 



 24 

5.2 事業がもたらした社会的インパクト：便益の視点 
■費⽤便益分析の⼿順に基づいた本事業の分析 

本事業の社会的インパクトのうち、特に成果連動型事業に関わる経済的イン
パクトを事前推計・事後検証するため、以下の⼿順で分析を試みた。 
 
《分析⼿順》 
Step1. ロジックモデルの作成 
Step2. 本事業に要する費⽤および創出される便益のリスト化 
Step3. 便益を貨幣価値換算するためのデータ・エビデンスの収集 
Step4. アウトカムの変化がもたらす便益の事前推計 
Step5. アウトカムの変化に基づく費⽤効果分析・費⽤便益分析の事後検証 
 

この⼿順で分析を進めた結果、Step3 において、主要評価項⽬である産後う
つリスク低下の便益推計に利⽤できる⽇本国内のエビデンスが乏しいことが判
明した。よって、本事業で費⽤便益分析を⾏うことは困難と判断した。 

そこで今回は、Step1 から Step3 まで実施した分析⼿順の結果を元に、アウ
トカムである産後うつリスクの減少によって、どの程度の便益の創出が想定さ
れるのかを理解する上で、参考となりうる資料を提⽰するに留める。 

以下、今回のプロセスを報告する。 
 
分析 Step1. ロジックモデルの作成 

今回の事業では、横浜市、事業提供者、研究者の議論に基づき、以下のロジ
ックモデルを作成した（図 7）。このロジックモデルは、全てが明確な科学的知
⾒や理論に基づくものではなく、⺟⼦保健業務にあたる実務者の知⾒、妊娠出
産を経験した⺟親の実体験エピソードも取り⼊れたものとなっている。 
 
 
分析 Step2. 本事業の費⽤と便益に結びつき得る効果のリスト化 
作成したロジックモデルを元に、英国の産後うつがもたらす社会的コストの
推計資料 [5]を参考にして、本事業の費⽤と便益に結びつき得る効果をリスト
アップした（表 5）。 
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図 7：横浜市産後うつ予防 SIB 事業のロジックモデル 
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QALY：⽣活の質調整⽣存年 Quality-adjusted Life Years 
NICU：新⽣児集中治療室 Neonatal Intensive Care Unit 
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分析 Step3. 効果を便益換算するためのデータ・エビデンスの収集 
これら産後うつリスクの減少が、どれほどの社会的コストの減少につながる

かを推計するため、産後うつがもたらす医療社会コストの国内および国外のエ
ビデンスを検索した。その結果、以下のエビデンスを同定した。 

・国内のうつ病による社会的損失の推計 
・英国の産後うつによる産後うつ予防による社会的便益の推計 
しかしながら、その他の産後うつに関わる⺟親および⼦どもに要する社会コ

ストについて、国内のデータに基づくエビデンスは同定できなかった。 
 

英国の推計における産後うつの予防で得られる社会的便益は、本⼈への社会
⽀援コストだけでなく、産後うつが⼦どもの成⻑・発達に与える影響によって
⽣じるコストまで広い範囲を想定している。 

しかし、英国と⽇本では医療システム・社会状況が異なるため、他国の便益
分析データはそのまま⽇本の分析に⽤いることはできない。よって、国外の産
後うつ予防で得られる社会的便益のエビデンスをそのまま当てはめることは、
不正確な推計につながる。ここから、本事業で費⽤便益分析を進めることは困
難と判断した。 

 
以下で紹介するものは、今回の事業による産後うつ予防効果がどれほどの社

会的便益を⽣み出したかを考える上で参考となる、分析の過程で同定したエビ
デンスである。 

 
 
■参考資料 1. ⽇本のうつ病の社会的損失のエビデンス 
①⽇本のデータによるうつ病⼀⼈あたりの医療社会コスト推計 [16] 
・うつ病の直接医療費 = 689＄×117 円（当時）＝ 80,613 円（/⼈/年） 
・⾃殺による社会的損失 = 1,115＄×117 円 = 130,455 円（/⼈/年） 
・労働⽣産性低下の損失 = 3,032＄×117 円 = 354,744 円（/⼈/年） 
合計 565,812 円 /⼈/年 
との研究報告が存在する。 
 
 
■参考資料 2. 英国の産後うつの社会的損失の推計 

ここで紹介するものは、主に英国のデータに基づいた査読つき学術論⽂や学
術機関の発⾏する資料である。これらのエビデンスも、部分的に強い仮定を置
いて推計を⾏っていることに留意する必要がある。なお、英国の資料を⽤いた
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コスト算出時には 1£ = 140 円として計算した。 
 

②⺟親の産後うつを⽀援するためのコスト（18 ヶ⽉まで） [17] 
医療・社会コスト = 388£ ×140 円 = 54,320 円（/⼈/年） 
 
③周産期うつに関連した⺟親の QALYsの損失 [5] 
10 年間の合計額 = 18,158£×140 円= 2,542,120 円 
ここから 1 年間の額を計算すると、254,212 円（/⼈/年） 
 
④⺟親が産後うつであることが⼦どもに与える影響  [5] 
(1)早産による⼦供の医療コスト、教育コスト及び早産児の QALYの損失 

1428 £×140 円 = 199,920 円（条件に当てはまる⼦ども 1 ⼈あたり） 
(2)感情障害等を有する⼦どもの⽣涯にかかる医療・社会・教育コスト 
   7798 £×140 円 = 1,091,720 円（条件に当てはまる⼦ども 1 ⼈あたり） 
(3)⾏動障害を有する⼦どもの⽣涯にかかる QALYと⽣産性損失、犯罪関連コ
スト 
  15,450 £×140 円 = 2,163,000 円（条件に当てはまる⼦ども 1 ⼈あたり） 
 
London School of Economicsの 2014 年の報告では、周産期うつの妊婦 1 ⼈

あたりに⽣じるあらゆる経済的インパクトを考慮した場合、⺟親由来の社会的
損失が約 22,360£、⼦ども由来の社会的損失が約 51,462£、合計約
74,000£（1£=140 円として約 1000万円）の社会的損失があると推計している
[5]。 

 
 
■本サービスの全市導⼊がもたらす横浜市の⺟⼦保健事業へのインパクト 

本研究で得られた相対リスク減少は 33.5%である。本研究の結果を横浜市の
妊婦全員にあてはめられるという想定の下、今、産後 3 ヶ⽉時点の横浜市にお
ける産後うつ⾼リスク者の発⽣率を⽇本の産後うつリスクを調査した先⾏研究 
[2]に基づき 12%とすると、横浜市全域に本サービスが導⼊された場合に産後
うつ⾼リスク者の発⽣率は 8%まで低下すると推計できる。 

 
この仮定の下、横浜市全体で同サービスを⽤いた場合に産後うつ発症数がど

の程度減少し得るかを推計した。 
 

・横浜市の年間出⽣数は 2020 年の統計で 24,828 ⼈ 
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・通常の年間の産後うつ⾼リスク者の⼈数（12%） 
24,828*0.12 = 2979 ⼈ 

・オンライン健康医療相談サービス存在下の年間の産後うつ⾼リスク者の⼈数
（8%） 

24,828*0.08 = 1986 ⼈ 
・全市へオンライン健康医療相談サービスの導⼊を⾏った場合の産後うつ⾼リ
スク者の減少数 

2979 ‒ 1986 = 990 ⼈ 
 
先⾏研究では、EPDS で産後うつ⾼リスク者の疑いがあると判定されたもの

のうち、約 50%が実際に産後うつを有するとの結果を報告している [18]。こ
こから、半数が実際に産後うつであると想定すると、横浜市のすべての妊産婦
がオンライン健康医療相談サービスを使える場合、年間で 495 ⼈の産後うつ発
症の予防につながると推計される。 
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6. 考察 
6.1 研究結果の概要 

産後 3 ヶ⽉時点の産後うつ⾼リスク者の発⽣率は介⼊群が 15.2%、対照群が
22.8%と、介⼊群で産後うつ⾼リスク者の発⽣率が低く、介⼊群ではその発⽣率
が 33.5%少ないという結果であり、その差は統計的にも明確であった。 

 
今回の研究では、365 ⼈にサービス提供を⾏った。対照群に⽐べて介⼊群で

は 28 ⼈、産後うつ⾼リスク者となる⼈数が少なかった。前述の通り、先⾏研
究では EPDS で産後うつ⾼リスク者の疑いがあると判定されたもののうち、約
50%が実際に産後うつを有するとの結果がある [18]。したがって、今回⾒られ
た介⼊群と対照群の発症率の差が真に介⼊による効果（因果効果）であると想
定すると、今回の介⼊は、おおよそ 14 ⼈の産後うつの発症を予防したことに
なる。 

 
副次評価項⽬である育児⾃⼰効⼒感は、介⼊群が 47.9 点に対して対照群が

46.9 点と介⼊群の値が⼤きく、育児⾃⼰効⼒感が介⼊群のほうが⾼かった。ま
た孤独感は、介⼊群が 6.78点に対して対照群が 7.17点と介⼊群の値が低く、孤
独感が少なかった。ただし、育児⾃⼰効⼒感の違いは統計的に明確ではなかった。
医療機関や救急⾞の利⽤回数について、両群間に差はみられなかった。 

 
介⼊による産後うつリスクの低下は、初産婦の場合、妊娠中に産後うつリスク

が⾼い場合、35 歳未満の場合に⼤きい傾向にあったが、統計的に⼗分に明確で
はなかった。対象者の世帯収⼊や教育歴といった社会経済状況による差はほと
んど⾒られなかった。 
 
 
6.2 研究結果の正確性 

本研究はランダム化⽐較試験を採⽤しており、割付け後の両群の特性も似通
っていたことから、割付けは成功したと考えられる。つまり、今回の介⼊以外に
産後うつリスクに影響を与えた要因について、両群間で⼤きな差はないとみな
すことができる。 

 
また、研究参加から産後 3 ヶ⽉までの期間で両群の離脱数は⼤きな差がなく、
離脱が結果に与える影響は限定的と思われる。 
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6.3 オンライン健康相談が効果をもたらしたメカニズムについて 
妊娠中や産後の⼼理社会的な⽀援が、産後うつ予防に効果的であることがこ

れまでの研究で明らかになっている [8]。従来のように対⾯でのカウンセリング
や医療機関の受診により産婦⼈科医・⼩児科医・助産師等に相談を受ける場合に
⽐べて、これらの専⾨職の⽀援をオンラインでいつでも相談できるということ
は、⺟親が望む⽀援や助⾔を、⺟親がほしい時に求めやすい環境を提供すること
になると考えられる。 

 
専⾨職への相談は⼼理社会的⽀援だけでなく、妊娠中や産後に知りたい情報

を得る、専⾨職から適切な対応についての助⾔を受けるといった多様な⽀援の
機会となる。オンライン環境での相談は、対⾯での相談に⽐べて困りごとが発⽣
したときや不安が強いときに、素早く⽀援を求められる。この適時性によって、
オンライン健康医療相談は産後うつリスクを効果的に低下させられる可能性が
ある。 

 
オンライン健康医療相談のデメリットとして、情報技術（ＩＴ）リテラシー等、
オンライン相談を利⽤するための⼿続きを理解したり、そのための電⼦機器を
使いこなすための知識や技術、経験の違いで効果に差が出たりする可能性が挙
げられる。しかし、今回の分析では、ＩＴリテラシーに関連すると考えられる教
育歴などでグループ分けしたサブグループ解析において、各群の間に顕著な効
果の違いは⾒られなかった。 

 
もう⼀つのデメリットとして、医療相談が対⾯でなく⽂字だけのやり取りや
画⾯越しでのやり取りであるため、細かな表情の変化を読み取る、⾝振りを使う
などのコミュニケーションをしづらいために、対⾯相談に⽐べて相談の質が落
ちる可能性がある。また、例えば⼦どもへの授乳の仕⽅や内服の仕⽅といった⾏
為をアドバイスする際に、実際に⼿を取って伝えるような⽀援はできない。さら
に、医療機関の対⾯での受診と違って、その場で必要な薬の処⽅などの医療⾏為
にすぐにつなげることができない。 

 
本研究の結果は、このようなオンライン健康医療相談の限界を踏まえたうえ

でも、従来の対⾯での⼦育て⽀援に追加して、オンライン健康医療相談による産
後うつ予防効果が得られることを⽰している。 
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6.4 副次評価項⽬の評価結果について 
対照群に⽐べて介⼊群で育児⾃⼰効⼒感が⾼い傾向がみられたことについて、

介⼊群では、出産や育児に関する困りごとが発⽣したときに、早期に相談・解決
できることによって、⾃らが育児で直⾯する状況に臨機応変に対処できるとい
う確信を⾼め、これが⾃⼰効⼒感の維持・向上に貢献した、といった理由が考え
られる。先⾏研究が⽰唆するように、⾃⼰効⼒感は産後うつを防⽌し得るため、
⾃⼰効⼒感の維持・向上がオンライン健康医療相談の提供による産後うつリス
ク低下効果のメカニズムの⼀つとなっている可能性がある。 

 
介⼊群で産後の孤独感が少なかったことについては、必要な時にオンライン

で相談できる相⼿がいることは、社会的なつながりがあると感じられることに
つながり、これが孤独感の⾼まりの防⽌に役⽴った可能性がある。 

また、本研究が新型コロナ感染症の流⾏による⼈的交流の制限下で⾏われた
ことにより、その効果が増強された可能性がある。新型コロナ感染症の対策に伴
う⼈的交流制限のために、⽇本でも孤独感の⾼まりが報告されているが[19]、特
に⼦育て中の⺟親は地域の⼦育て拠点のスタッフや⼦育てをする他の⺟親との
関係を構築することが難しく、周囲の⽀援源から孤⽴し、孤独を感じやすい環境
にあったと考えられる。孤独感のリスクが総じて⾼まっている状況下で介⼊を
⾏ったため、⼀層介⼊効果が⾼まった可能性がある。 

 
 
6.5 サブグループ解析の結果について 
オンライン健康医療相談による介⼊効果の⼤きさは、どのような集団特性を

もつ対象についても統計的に明確な違いは認められなかった。ただし、初産婦、
若年世代、妊娠中の EPDS ⾼値などの集団では、介⼊を受けた時のリスク低下
効果の推定値が⼤きい傾向がみられた。 

本研究では世帯収⼊や教育歴の⽔準にかかわらず同程度の効果がみられた。
つまり、少なくともオンライン健康医療相談を提供することが産後うつリスク
の社会経済状況による格差を拡⼤するというエビデンスは⾒られなかった。更
に、所得や学歴⾯で不利な妊婦のほうが介⼊効果の推定値が⼤きく、オンライン
健康医療相談の提供は健康格差の縮⼩に繋がる可能性を⽰唆している。 

 
情報端末等を⽤いた介⼊は、社会経済状況によって利⽤の仕⽅に違いがあり、

その結果社会経済状況が恵まれている集団のほうが、より介⼊効果が⾼くなり
健康格差を拡⼤する可能性が指摘されている[20]。しかし、今回はそのようなこ
とを⽰唆する結果ではなかった。その理由としては、今回提供したオンライン健



 33 

康医療相談のサービスが所得や学歴の⽔準に関わらず誰でも利⽤しやすいよう
な設計になっていた可能性がある。 

これらサブグループ解析の結果はいずれも、本研究では正確に因果効果を証
明できないため、今後、より多数の集団で検証することが望ましい。 
 
 
6.6 本研究の限界および結果を解釈する際の注意点 

本研究には以下のような限界があるため、結果の解釈には注意が必要である。 
 
①研究結果をそのまま横浜市全体の妊婦に当てはめられるとは限らない 

本研究の参加者は、研究に⾃発的に参加した妊婦を対象としているため、横浜
市全ての妊婦にオンライン健康相談サービスを展開した際に同じだけの効果が
得られるとは限らない。時間的、精神的なゆとりがなく、研究へ参加したいと思
うような意欲を持ちにくい状況にある⼈は今回の研究の参加者とはなりにくい
ため、そういった妊婦にも効果があるかについてはさらなる検討が必要である。
例えば、本研究の参加者にはひとり親世帯がほとんどいないため、ひとり親世帯
に介⼊効果があるについては、実証データは得られていない。 

 
②オンライン健康医療相談でどのような⽀援が⾏われたことが産後うつリスク
低下につながったかはわからない 

本研究では、介⼊はオンライン健康医療相談が利⽤できる環境を提供するこ
とであり、実際に相談した⽅々にとって、相談時にどのような⽀援を受けたこと
が産後うつリスクの低下につながったかはわからない。 

 
③周産期のどの時期のオンライン健康医療相談サービスが特に効果的かわから
ない 

本研究への研究参加のタイミングは、妊娠初期から妊娠後期まで幅があった。
そのため、妊娠中・産後のどの時期に介⼊が提供されることが望ましいかは、本
研究から結論を出すことはできない。 
 
④産後いつまでオンライン健康医療相談サービスが必要かはわからない 

本研究のフォローアップは産後 3 ヶ⽉までのため、研究参加者の⻑期的な産
後うつリスクの変化についてのデータがない。そのため、産後いつまでオンライ
ン健康医療相談サービスを提供するべきかは検証できない。近年、産後 1 ヶ⽉
には EPDS スコア陽性でなかったものでも、⼀定の割合で産後 12 ヶ⽉経過時に
EPDS スコア陽性になるものがいることがわかっている[21]。オンラインである
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か否かに関わらず、適正な相談サービス提供期間がいつまでかについてはさら
なる検討が必要である。 
 
 
6.7 本研究の社会的価値についてのさらなる考察 

今後の事業に役⽴てるため、本研究の社会的価値と考えられる事がらについ
て以下の考察を追加した。 
 
① 公平に効果をもたらすか否かデータを⽤いて検証したこと 

産後うつ予防をねらいとしたオンライン健康医療相談は、すべての妊婦に対
して適⽤し得るポピュレーションアプローチのサービスとして提供できる。ポ
ピュレーションアプローチは広い対象に介⼊を届けることができる反⾯、社会
的に恵まれた⼈や特定のスキルを有する⼈ほど利⽤しやすいサービスである場
合は、効果が偏り健康格差を広げる可能性がある[20]。集団全体の健康状態の平
均値を改善し得るものであれば、⼀時的に健康格差が拡⼤してしまうことを必
ずしも否定するべきではないが、可能な限り、社会的な属性によらず効果がある
こと、とりわけ社会的に不利な⼈にも効果が認められるか否かを確認しながら
介⼊することが望ましい[22]。 

本研究は、介⼊効果の集団間の格差を評価することを事前に計画に盛り込み、
実際にデータを⽤いて検討を⾏ったものであり、⾏政機関が主導してこれを実
施したことの意義は⼤きい。 
 
② 介⼊が社会経済状況によらず同等の効果を期待できることを⽰唆したこと 

これまで、収⼊が低いなど、社会経済状況が悪いことは産後うつのリスク因⼦
であることが⽰唆されている[4]。さらに、情報技術を⽤いたポピュレーション
アプローチによる介⼊によって、集団全体のリスク低下と健康状態の格差の縮
⼩を実現したことを報告したものは限られている [23]。 

今回の介⼊では、世帯収⼊によらず産後うつリスクを低下し得ることが実証
された。介⼊効果の公正性の確保という社会的インパクトをもたらした可能性
がある。 

 
③ 産後うつに伴う様々な社会コストの削減に貢献した可能性を⽰したこと 
オンライン健康医療相談により、産後うつを減少させられる可能性が⽰され

た。これは、産後うつに伴う社会コストの減少につながる。産後うつに伴う社会
コストとしては、産後うつの治療のための医療費、産後うつの⽀援にかかる⾏政
事業費、うつによる⽣産活動の機会の喪失等が挙げられる。また、⺟親の産後う
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つが⼦どもの健康や発達に与える影響も考えられ、そのための社会コストがあ
ることも⽰唆されている[5]。 
 
④ 成果連動型の事業と連動して⾏ったこと 

本研究は成果連動型委託事業であるソーシャル・インパクト・ボンドの⼀環と
して、その効果評価のための研究として実施された。成果連動型委託事業では、
サービス実施者、評価者、資⾦提供者等の独⽴性を保ち、評価に利害関係による
恣意的な介⼊が⽣じないようにすることが重要である。今回は、⼤学が評価実施
者として参加するという体制作りでこの点をクリアした。このように、リアルワ
ールドでの実証研究を伴う成果連動型委託事業について、実際にその実⾏可能
性が確認された意義は⼤きい。 

⼀⽅、ソーシャル・インパクト・ボンドにおいては、成果に対応した便益がど
れほどかを推計することが理想であるが、今回は費⽤便益分析を⾏えなかった。
費⽤便益分析を⾏うためには、予測される様々な社会的インパクトを便益とし
て算出することが求められるが、現在⽇本ではそれらのデータが存在しない。今
回の研究で、ソーシャル・インパクト・ボンドの枠組みによる保健活動を推進す
るために、そのようなデータの蓄積が必要であることが明確になった。 
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7. まとめ 
横浜市の妊婦を対象に⾏ったオンライン健康相談サービスによる介⼊研究に

より、仮説の通り、オンライン健康医療相談サービスの提供により産後 3 か⽉
⽬の産後うつ⾼リスク者の割合を減らせる可能性が⽰され、その相対的な減少
は 33.5％と推計された。この数字を横浜市全体にあてはめた場合、年間 900 ⼈
以上の産後うつを予防できる可能性がある。 

また、オンライン健康医療相談サービスの効果には世帯収⼊といった⺟親の
属性による明確な違いは⾒られなかったことから、経済状況に限らない公平な
効果を期待できるサービスである可能性も⽰された。 
さらに、今回は新型コロナ感染症による交流⾃粛要請下でも効果があること

を⽰したが、今後同様な状況が起きた時にも利⽤可能で効果的なサービスであ
る可能性が⾼い。 
 

今後は、社会実装の際に必要な注意点やさらなる検討課題を踏まえつつ、横浜
市全体やその他の地域に展開していくことで、⼀層の公衆衛⽣上の利益を⽣み
だせる可能性がある。今後の検討課題としては、費⽤対効果や費⽤対便益の推計
に必要なデータの蓄積がある。⻑期的効果等についてはさらなる検討が必要で
あり、事業を推進する際には、そのような効果を継続的にモニタリングできるよ
うなデータ収集等の⼯夫を⾏うことが望ましい。 

 
また、本研究は成果連動型事業の⼀環として⾏われたが、関係者の利害相反を
適切にコントロールしながら評価できることを⽰したことの意義は⼤きい。 

今回の研究では、社会背景の異なる集団で健康状態の違いにどのような影響
を与えたか、という点を定量化し社会的インパクトとして評価したが、より幅広
い視点での評価も可能である。「社会的インパクト」を評価する際の視点には健
康だけでなく、平等、⽣活、栄養、貧困、安全、正義といったものが含まれる [14]。
これら社会的インパクトをどのように測定し評価するかについて、今後さらに
議論が深まり、実証研究が展開されていくことも期待される。  
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